
【概要】 

我が国の国民生活・経済活動にとって現に重要な役割を果たしている海洋分野は、これ

からの脱炭素社会への挑戦においても重要な役割を果たしていくことが期待されること

から、「2050 年カーボンニュートラル」等の高い目標の実現に向けて、洋上風力発電、ゼ

ロエミッション船、カーボンニュートラルポート等に係る取組を積極的に進めています。 

【最近のトピック】 

我が国における 2050年カーボンニュートラルの

実現に向けて、洋上風力発電は、再生可能エネルギ

ーの主力電源化に向けた切り札とされています。

令和２（2020）年 12 月に策定された「洋上風力産

業ビジョン（第１次）」では、2030 年までに 1,000

万 kW、2040 年までに 3,000 万 kW～4,500 万 kW の

案件形成目標が掲げられています。 

これまで、平成 31（2019）年に施行された海洋

再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の

利用の促進に関する法律（平成 30年法律第 89号）

に基づく領海及び内水の海洋再生可能エネルギー

発電設備整備促進区域において、案件形成を進め

てきました。 

【洋上風力発電の排他的経済水域（EEZ）展開に向けた制度整備の推進】 

2050 年カーボンニュートラル実現に向けて、我が国の排他的経済水域（EEZ）における

洋上風力発電の展開を可能とし、また区域指定の際に海洋環境等の保全の観点から国が

調査等を行う規定を盛り込んだ海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利

用の促進に関する法律の一部を改正する法律案を令和６年通常国会に提出しました。そ

の後、衆議院においては全会一致で可決されましたが、参議院では継続審査となり、衆議

院が解散したため廃案となりました。政府としては、できるだけ早期の法案成立を目指し

て、取り組んでまいりたいと考えています。 

こうした制度整備のもと、引き続き、洋上風力発電の導入拡大に取り組んでいくことと

しています。 
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